
(別紙) 

北海道水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）実施事務取扱要領の一部改正 
（下線の部分は改正部分） 

改正後 現行 
北海道水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）実施事務取扱要領 

 

制定 平成 30年 4月 4日農地第 12号 農政部長通知 

最終改正 令和３年（2021 年）６月１日付け農地第 96号 農政部長通知 

 

水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）（以下「本事業」という。）

の実施等については、水利施設等保全高度化事業実施要綱（平成 30年 3月 30日付け 29農振第 2702

号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）及び水利施設等保全高度化事業実施要領（平

成 30年 3月 30日付け 29農振第 2703 号農林水産省農村振興局長通知。以下「要領」という。）に

定めるもののほか、この取扱要領の定めるところによるものとする。 

 

第１ 対象事業 

   農地集積促進型 

   要領別紙１（水利施設整備事業に係る運用）（以下「運用」という。）の第２の９に定める

事業を対象とする。 

 

第２ 事業の計画等 

１ 市町村長は、運用第５の７に規定する農用地利用集積地域土地改良整備計画（以下「整備計

画」という。）を本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日までに作成し、総合振興局

長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）に提出するものとする。 

   なお、要領別記１（事業の実施に係る共通運用）別表２の区分の欄の４の（２）のウ中心経

営体農地集積促進事業を実施する場合は、中心経営体ごとの農地集積・集約化計画（別記第１

号様式）を作成するものとし、整備計画に添付するものとする。 

 

 ２ （略） 

 

 ３ 市町村長は、国営水利システム再編事業（農地集積促進型）（以下「国営水利事業という。」）

と一体的に促進事業を実施する場合、又は実施しようとする土地改良区がある場合は、運用第 

5 の７の(4)に規定する農地集積促進計画（運用の別記様式第 14 号）を作成し、本事業の採択

を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。 
 

４～７ （略） 

 

北海道水利施設等保全高度化事業（特別型：農地集積促進型）実施事務取扱要領 

 

制定 平成 30年 4月 4日農地第 12号 農政部長通知 

最終改正 令和２年（2020 年）６月９日付け農地第 102号農政部長通知 

 

水利施設等保全高度化事業（特別型：農地集積促進型）（以下「本事業」という。）の実施等に

ついては、水利施設等保全高度化事業実施要綱（平成 30年 3月 30日付け 29農振第 2702 号農林水

産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）及び水利施設等保全高度化事業実施要領（平成 30

年 3 月 30 日付け 29 農振第 2703 号農林水産省農村振興局長通知。以下「要領」という。）に定め

るもののほか、この取扱要領の定めるところによるものとする。 

 

第１ 対象事業 

   農地集積促進型 

   要領別紙２（特別型に係る運用）（以下「運用」という。）の第３の２に定める事業を対象

とする。 

 

第２ 事業の計画等 

１ 市町村長は、運用第６の５に規定する集積地域整備計画（以下「整備計画」という。）を本

事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日までに作成し、総合振興局長又は振興局長（以

下「総合振興局長等」という。）に提出するものとする。 

  なお、運用別表の区分の欄の４の（２）のウ中心経営体農地集積促進事業を実施する場合は、

中心経営体ごとの農地集積・集約化計画（別記第１号様式）を作成するものとし、整備計画に

添付するものとする。 

 

２ （略） 

 

３ 市町村長は、国営水利システム再編事業（農地集積促進型）（以下「国営水利事業という。」）

と一体的に促進事業を実施する場合、又は実施しようとする土地改良区がある場合は、運用第

６の６の(3)のウに規定する農地集積促進計画（運用の別記様式第 13号）を作成し、本事業の

採択を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。 

 

４～７ （略） 

 



改正後 現行 
８ 要領別記１（事業の実施に係る共通運用）第２の２の(4)の規定により、農業生産基盤整備

事業の開始年度の前々年度又は前年度から調査・調整事業を実施する場合は、次のとおりと

する。 

(1) 市町村長は、調査・調整事業（土地改良区又は農業協同組合が実施する場合を含む。）

を実施する年度の前年度の２月末日までに、農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）

先行実施調書（別記第３号様式）を総合振興局長等に提出すること。 

(2) 総合振興局長等は(1)の調書の提出があったときは、速やかに農政部長に報告すること。 

(3) 調査・調整事業の実施主体は、農業生産基盤整備事業の開始年度の前々年度又は前年度

に行った調査・調整事業の実績について、実施した年度ごとに調査・調整事業先行地区実

績報告書（別記第４号様式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長等に提出すること。 

 

９ 農業経営高度化促進事業を実施する場合は次のとおりとする。 

(1) ～(2)  (略) 

 

第３ 計画の変更 （略） 

  

第４ 助成 

  １ （略） 

 

２ 調査・調整事業は、補助金の交付の決定前であっても実施できるものとし、農業生産基盤

整備事業の開始年度の前々年度又は前年度に実施した調査・調整事業に要した経費の助成は、

農業生産基盤整備事業の開始後、実施した調査・調整事業の実績に対して行うものとし、補

助対象経費、補助率及び補助対象経費の限度額は、別記１に掲げるとおりとする。 

 

 

第５ 事業達成状況の報告 

１ 市町村長は、本事業の達成状況を、整備計画又は、農地集積促進計画に定める目標年度の２

月末日までに水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）達成状況報

告書（別記第８号様式）により総合振興局長等に報告するものとする。 

２ 市町村長は、農業経営高度化支援事業を実施する場合にあっては、本事業の達成状況を、農

業水利施設整備事業等に着手した年度から整備計画に定める目標年度の前年度までの毎年

度、水利施設等保全高度化事業（水利施設整備事業：農地集積促進型）達成状況報告書（別

記第８号様式）により翌年度の７月末日までに総合振興局長等に報告するものとする。 

 

 ３ （略） 

 

 

８ 運用第３の３の(2)のエの規定により、農業生産基盤整備事業の開始年度の前々年度又は前

年度から調整事業を実施する場合は、次のとおりとする。 

 

(1) 市町村長は、調整事業（土地改良区又は農業協同組合が実施する場合を含む。）を実施す

る年度の前年度の２月末日までに、農業経営高度化支援事業（調整事業）先行実施調書（別

記第３号様式）を総合振興局長等に提出すること。 

(2) 総合振興局長等は(1)の調書の提出があったときは、速やかに農政部長に報告すること。 

(3) 調整事業の実施主体は、農業生産基盤整備事業の開始年度の前々年度又は前年度に行った

調整事業の実績について、実施した年度ごとに調整事業先行地区実績報告書（別記第４号様

式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長等に提出すること。 

 

９ 促進事業を実施する場合は次のとおりとする。 

(1) ～(2)  (略) 

 

第３ 計画の変更 (略) 

  

第４ 助成 

 １ （略） 

 

２ 調整事業は、補助金の交付の決定前であっても実施できるものとし、農業生産基盤整備事業

の開始年度の前々年度又は前年度に実施した調整事業に要した経費の助成は、農業生産基盤整

備事業の開始後、実施した調整事業の実績に対して行うものとし、補助対象経費、補助率及び

補助対象経費の限度額は、別記１に掲げるとおりとする。 

   

 

第５ 事業達成状況の報告 

１ 市町村長は、本事業の達成状況を、農業生産基盤整備事業の完了年度及び整備計画に定める

目標年度の２月末日までに水利施設等保全高度化事業（特別型：農地集積促進型）達成状況

報告書（別記第８号様式）により総合振興局長等に報告するものとする。 

２ 市町村長は、農業経営高度化支援事業を実施する場合にあっては、本事業の達成状況を、農

業水利施設整備事業等に着手した年度から整備計画に定める目標年度の前年度までの毎年

度、水利施設等保全高度化事業（特別型：農地集積促進型）達成状況報告書（別記第８号様

式）により翌年度の７月末日までに総合振興局長等に報告するものとする。 

 

 ３ （略） 

 

 



改正後 現行 
別記１ 第４関係 

【農地集積促進型】 

 

注：中山間地域等とは、離島（離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定に基づき

離島振興対策実施地域として指定された離島をいう。）、特別豪雪地帯（豪雪地帯対策特別措置法（昭

和 37 年法律第 73 号）第２条第２項の規定に基づき指定された地域をいう。）、振興山村（山村振興

法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項の規定に基づき指定された地域をいう。）、半島振興対策

実施地域（半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２条第１項の規定に基づき指定された地域をい

う。）、過疎地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第 19 号）第２

条第２項の規定により公示された過疎地域（同法第３条第１項若しくは第２項、第 41 条第１項若

しくは第２項、第 42 条又は第 44 条第４項の規定により過疎地域とみなされる区域を含み、令和

３年度から令和８年度までの間に限り、同法附則第５条第１項に規定する特定市町村（同法附則第

６条第１項、第７条第１項及び第８条第１項の規定により特定市町村の区域とみなされる区域を含

む。）を、令和３年度から令和９年度までの間に限り、同法附則第５条第１項に規定する特別特定

別記１ 第４関係 

【農地集積促進型】 

 

注：中山間地域等とは、離島（離島振興法（昭和 28年法律第 72号）第２条第１項の規定に基づき

離島振興対策実施地域として指定された離島をいう。）、特別豪雪地帯（豪雪地帯対策特別措置法

（昭和 37年法律第 73号）第２条第２項の規定に基づき指定された地域をいう。）、振興山村（山

村振興法（昭和 40年法律第64号）第７条第１項の規定に基づき指定された地域をいう。）、半島

振興対策実施地域（半島振興法（昭和 60年法律第 63号）第２条第１項の規定に基づき指定された

地域をいう。）、過疎地域（過疎地域自立促進特別措置法（平成 12年法律第 15号）第２条第１項

に規定する過疎地域（同法第 33 条第１項又は第２項の規定により過疎地域とみなされる区域を含

み、平成 12年度から平成 16年度までの間に限り、同法附則第５条第１項に規定する特定市町村（同

法附則第６条又は第７条の規定により特定市町村とみなされる区域を含む）を含む。）をいう。）、

特定農山村地域（特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律

（平成５年法律第 72 号）第２条第１項に規定する地域をいう。）、急傾斜地帯（旧急傾斜地帯農



改正後 現行 
市町村（同法附則第６条第２項、第７条第２項及び第８条第２項の規定により特別特定市町村の区

域とみなされる区域を含む。）をいう。）、特定農山村地域（特定農山村地域における農林業等の活

性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第 72 号）第２条第１項に規定する地域

をいう。）、急傾斜地帯（旧急傾斜地帯農業振興臨時措置法（昭和 27 年法律第 135 号）第３条の規

定に基づき指定された地域又は受益地域内の平均傾斜度が 15 度以上の地域（水田地帯を除く。））

又は指定棚田地域（棚田地域振興法（令和元年法律第 42 号）第７条第１項の規定に基づき指定さ

れた指定棚田地域）をいう。 

 

 

（別記第１号様式）

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －
（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業（要領別記１（事業の実施に係る共通運用）第１の４に規定する作業をいう。）の受託作業を含む面積で、所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする。

　　　２．経営等農用地面積は、要領による算定方法に基づくものである。

　　　３．基幹ほ場３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業を受託しているものとする。

　　　４．人・農地プランにより位置付けられる「地域の中心となる経営体」（中心経営体）に係る数値を記入する。

　　　５．担い手・非担い手の欄には、整備計画の担い手に位置付けられている場合は“担”、位置付けられていない場合は“非”、国営水利事業にあっては“－”を記入する。

　　　６．経営等農用地面積の（　　）内は、集約化面積（3.0ha以上のまとまりを有する農地面積）を記入する。

　　　７．経営形態現況図、経営形態計画図及び農用地集約化状況図を添付する。
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 中心経営体ごとの農地集積・集約化計画
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業振興臨時措置法（昭和 27 年法律第 135 号）第３条の規定に基づき指定された地域又は受益地域

内の平均傾斜度が 15度以上の地域（水田地帯を除く。））又は指定棚田地域（棚田地域振興法（令

和元年法律第 42号）第７条第１項の規定に基づき指定された指定棚田地域）をいう。 

 

 

 

 

 

 

（別記第１号様式）

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －
（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業（要領第２の４に規定する作業をいう。）の受託作業を含む面積で、所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする。

　　　２．経営等農用地面積は、要領による算定方法に基づくものである。

　　　３．基幹ほ場３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業を受託しているものとする。

　　　４．人・農地プランにより位置付けられる「地域の中心となる経営体」（中心経営体）に係る数値を記入する。

　　　５．担い手・非担い手の欄には、整備計画の担い手に位置付けられている場合は“担”、位置付けられていない場合は“非”、国営水利事業にあっては“－”を記入する。

　　　６．経営等農用地面積の（　　）内は、集約化面積（3.0ha以上のまとまりを有する農地面積）を記入する。

　　　７．経営形態現況図、経営形態計画図及び農用地集約化状況図を添付する。
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